
平成29年度労働行政説明会 

質問に対する回答資料 



大津 最賃 最低賃金の上昇 

大津 時間 外出の多い営業拠点の時間管理 

大津 時間 

＜長時間労働削減＞職種上、お客様での作業また短納期の仕事が多
い。そのため、お客様での作業期間になると、納期に間に合わすため
残業時間（労働時間）が増えます。一緒に作業をしていお客様の会社
は、どのように対策（削減）しているのでしょうか？と、気になります。ま
た、どのように対応していけばいいのでしょうか？ 

大津 同一 同一労働同一賃金 

大津 同一 
同一労働同一賃金に影響される賃金制度設計の見直しについて、事
例等具体的な方法を教えてほしい。 

大津 無期 高齢者（65歳以上の無期転換ルール） 

大津 無期 無期転換に関する社内制度の変更例、人材確保のための好事例 

彦根 無期 

無期転換ルールで、例えば75才のパート従事者に無期転換の雇用契
約に転換するのは体力的な面で非現実的と考えます。そのようなケー
スで、パートの定年を明文化し、無期転換の契約後に雇用契約を終了
する方法等具体的な話を説明していただきたい。 

彦根 無期 無期転換ルール 

彦根 無期 派遣→有期労働契約→無期転換ルール 

彦根 無期 
・無期転換に伴い決めておかなければならない事は？ ・派遣社員の
契約について 

大津 他 男性の育休取得（平均取得日数の実績） 

大津 他 ルールだけでなく運用面（具体策）も触れてほしいです。 

大津 他 年次有給休暇の計画的付与制度の政府での検討状況。 

大津 他 
いわゆる「人・モノ・資金」いずれも不足している中で、昨今の労働行政
の動きに追随する為の支援策がほしい 

彦根 他 人材の確保と若者の仕事定着 

参加申込書 記載欄に書かれていた質問事項等  
（６月２７日までの分） 

長時間労働削減 64.6% 

人材の確保 63.5% 

無期転換ルール 47.4% 

同一労働同一賃金 31.8% 

メンタルヘルス対策 30.7% 

障害者雇用 24.0% 

仕事と育児、介護
の両立 23.4% 

女性の活躍促進 16.7% 

総合的ハラスメント
対策 13.5% 

生涯現役社会 8.3% 

若者の活躍促進 5.7% 

参加申込書の「気になってい
るトピック」アンケートの結果  

（6月27日まとめ） 
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大津 
時
間 

外出の多い営業拠点の時間管理 労働基準部 

大津 時間 

＜長時間労働削減＞職種上、お客様での作
業また短納期の仕事が多い。そのため、お客
様での作業期間になると、納期に間に合わす
ため残業時間（労働時間）が増えます。一緒
に作業をしているお客様の会社は、どのよう
に対策（削減）しているのでしょうか？と、気に
なります。また、どのように対応していけばい
いのでしょうか？ 

労働基準部 
 

大津 他 
年次有給休暇の計画的付与制度の政府での
検討状況。 

労働基準部 
 

参加申込書 記載欄に書かれていた質問事項等 （労働時間関係） 
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「働き方・休み方改善ポータルサイト」を利用して働き方改革を進めてみませんか 

 厚生労働省では、企業の皆さまが社員の働き方・休み方の改善に向けた検討を行う際に活用できる「働き方・休み方改善ポー
タルサイト」を、１月30日に開設します。サイトでは、専用指標によって企業診断ができる「働き方・休み方改善指標」や、
「企業における取組事例」などを掲載しています。社員が自らの働き方・休み方を振り返るための診断も行えます。 
 長時間労働や休暇が取れない生活が常態化すれば、社員のメンタルヘルスに影響を及ぼす可能性が高くなり、生産性が低下し
ます。また、企業としては、離職リスクの上昇や、イメージの低下など、さまざまな問題が生じることになります。社員のため
に、そして企業経営の観点からも、長時間労働の抑制や年次有給休暇の取得促進が求められています。 

働き方改革ツールを提供します 
  １ 

専用指標による企業診断ができます 

「働き方・休み方改善ポータルサイ
ト」 

http://work-holiday.mhlw.go.jp 

 診断結果に基づき対策を提案します 

企業の取組事例を詳しく紹介します 

  ２ 

  ３ 

  ５ 

提案内容に関連した取組を実施
している企業の取組概要を紹介
します 

  ４ 
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時間外労働の削減 

・長時間労働の抑制について、経営トップがメッセージを発信 

・「ノー残業デー」「ノー残業ウィーク」の設定とその徹底 

・「朝型勤務」の導入 

・管理職自らによる「ノー残業デー」、「朝型勤務」の実施 

・管理職による部下の労働時間の管理、「ノー残業デー」等の定時退社の徹底 

・部下の長時間労働抑制について、管理職の人事考課に盛り込む 

・長時間労働抑制に関する管理職向け教育の実施 

・長時間労働の抑制に関する労使の話し合いの機会の設定※ 

・業務計画、要員計画、業務内容の見直し 

年次有給休暇の取得促進 

・年次有給休暇の取得促進について、経営トップがメッセージを発信 

・毎月１日、年休取得の徹底・年に４回（年末年始、ゴールデンウィーク、お盆、秋の連休）連続１週間の休暇取得 

・年次有給休暇の計画的付与制度の導入 

・管理職自らによる年休取得（月１回、年数回の連続１週間休暇 等）の徹底 

・管理職による部下の年休取得の管理 

・部下の休暇取得に積極的な管理職を評価する人事評価の仕組の導入 

・年次有給休暇取得促進に関する労使の話し合いの機会の設定※ 

・年次有給休暇残日数を社員各自に通知 

・休暇・休業時の業務フォローアップ体制の構築 

※「働き方・休み方改善指標」を活用した労働時

間や休暇に関する企業の実態の「見える化」を

行い、問題点や課題を発見し対策を検討する等。 

その他の多様な働き方 

・テレワークを活用した在宅勤

務制度の導入等 

・年休以外の休暇制度の導入 

  例：病気休暇、ボランティア

休暇、勤続年数節目休暇、

バースデー休暇 

・フルタイム勤務ができないな 

どの事情のある社員のために、 

多様な正社員制度の導入等 
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  「働き方」の見直しに向けた各取組のメニュー（例） 



現在、継続審議中 
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大津 同一 同一労働同一賃金 雇用環境・均等室 

大津 同一 

同一労働同一賃金に影響される賃
金制度設計の見直しについて、事例
等具体的な方法を教えてほしい。 

雇用環境・均等室 

参加申込書 記載欄に書かれていた質問事項等 

 （同一労働同一賃金関係） 
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【概要】「同一労働同一賃金の実現に向けた検討会」中間報告（平成28年12月16日） 

本報告書の目的 ： 日本において「同一労働同一賃金」原則に踏み込み、非正規社員の待遇改善を実現する方向性を提示 

◆ 欧州諸国(特に仏・独・英)の実態等を検討した結果、労働
市場構造により、同一労働同一賃金の実現方法には大きな
違い。 
 仏・独：産業別労働協約による横断的賃金決定が大きな役割。 
     労働者が賃金決定方法を容易に知り得る。 
 英国：高い雇用流動性が一つの鍵。 

 
⇒ 各国の構造にあった対応策がとられることが重要。 

欧州諸国からの示唆 

◆ 日本では、産業別労働協約ではなく、企業別の労働条件設定
が中心。雇用流動性もそれほど高くない。これらの移行・改革
も長期的には必要。 
 
⇒できるだけ早期に待遇改善を実現させるためには、次の３つ
が柱。①正規・非正規社員両方の賃金決定ルール・基準の明確化 
    ②職務や能力等と賃金など待遇水準との関係性の明確化 
          ③能力開発機会の均等・均衡による一人ひとりの生産性向上 

日本における「ポイント」 

ガイドラインの位置づけ／民間（労使）の取組 等 

◆ 本来は、賃金決定は民間（労使）に委ねるべき。本検討会では、ガイドライン｢案｣は、第一義的には現行法解釈の明確化と位置付
け。 ガイドラインの制定・発効には、適切な検討プロセスを経ることが望ましい。  
◆ ガイドラインが待遇改善に役立つためには、民間（労使）による積極的な取り組みが不可欠。 
 賃金決定を客観化・透明化し、正規･非正規間を比較可能にすることが重要。 
  
◆ 民間(労使)の取組が十分出来ていないと、職務分離などの副作用や企業経営への過度な影響のおそれ。ガイドラインの制定・発効に
は過不足のない時間軸の確保が重要と同時に、民間の積極的な取り組みを促す方策も必要。  
◆ 具体的取組は、手当を優先的に。（比較的決まり方が明確。職務内容等に直接関連しない手当に関しては、比較的早期の見直しが有
効かつ可能） 
◆ 基本給部分は、段階を踏んだ取組が必要。（決まり方が複雑。賃金表の作成等を通じ、決まり方の明確化、比較可能にすること等が
必要。） 
◆ 企業規模や歴史的経緯、非正規社員比率など企業の実情に合わせた丁寧な対応が必要。 
◆ 労働者派遣については、まず派遣元内の待遇差の是正が必要派遣先社員との均等・均衡待遇は、丁寧な制度設計が必要。 
  
◆ 待遇改善には、非正規社員のキャリア形成や能力開発が重要、生産性向上等を通じた待遇改善の視点を取り入れていくべき。 

≪検証プロセスの重要性≫ガイドラインは本当に効果があったのか、副作用を生み出していないのか等を定期的に検証・評価する
プロセスが重要。そのための、エビデンスの収集・分析も必要。 

≪非正規をなくす≫ 上記のような取組を通じ、様々な雇用期間や労働時間のすべて「社員」という考え方に整理されていく必要がある。 
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同一労働同一賃金ガイドライン案 【前文】 
（目 的） 
○本ガイドライン案は、正規か非正規かという雇用形態にかかわらない均等・均衡待遇を確保し、同一労働同一賃金の実現
に向けて策定するものである。同一労働同一賃金は、いわゆる正規雇用労働者（無期雇用フルタイム労働者）と非正規雇用
労働者（有期雇用労働者、パートタイム労働者、派遣労働者）の間の不合理な待遇差の解消を目指すものである。 
 

○もとより賃金等の処遇は労使によって決定されることが基本である。しかし、我が国においては正規雇用労働者と非正規雇
用労働者の間には欧州と比較して大きな処遇差がある。政府としては、この問題の対処に当たり、同一労働同一賃金の考え
方が広く普及しているといわれる欧州制度の実態も参考としながら検証した結果、それぞれの国の労働市場全体の構造に応
じた政策とすることが重要との示唆を得た。 
 

○我が国の場合、基本給をはじめ、賃金制度の決まり方が様々な要素が組み合わされている場合も多いため、同一労働同
一賃金の実現に向けて、まずは、各企業において、職務や能力等の明確化とその職務や能力等と賃金等の待遇との関係を
含めた処遇体系全体を労使の話し合いによって、それぞれ確認し、非正規雇用労働者を含む労使で共有することが肝要であ
る。 
 

○今後、各企業が職務や能力等の内容の明確化と、それに基づく公正な評価を推進し、それに則った賃金制度を、労使の話
し合いにより、可能な限り速やかに構築していくことが、同一労働同一賃金の実現には望ましい。 
 

○不合理な待遇差の解消に向けては、賃金のみならず、福利厚生、キャリア形成・能力開発などを含めた取組が必要であり、
特に、能力開発機会の拡大は、非正規雇用労働者の能力・スキル開発により、生産性の向上と処遇改善につながるため、重
要であることに留意すべきである。 
 

○このような正規雇用労働者と非正規雇用労働者の間の不合理な待遇差の解消の取り組みを通じて、どのような雇用形態を
選択しても納得が得られる処遇を受けられ、多様な働き方を自由に選択できるようにし、我が国から「非正規」という言葉を一
掃することを目指すものである。 
 
（ガイドライン案の趣旨） 

○本ガイドライン案は、いわゆる正規雇用労働者と非正規雇用労働者との間で、待遇差が存在する場合に、いかなる待遇差
が不合理なものであり、いかなる待遇差は不合理なものでないのかを示したものである。この際、典型的な事例として整理で
きるものについては、問題とならない例・問題となる例という形で具体例を付した。なお、具体例として整理されていない事例に
ついては、各社の労使で個別具体の事情に応じて議論していくことが望まれる。 
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同一労働同一賃金ガイドライン案 【基本給関係】 

 基本給について、労働者の職業経験・能力に応じて支給しようとする場合、無期雇用フルタイム労働者と同一の職業
経験・能力を蓄積している有期雇用労働者又はパートタイム労働者には、職業経験・能力に応じた部分につき、同一の
支給をしなければならない。また、蓄積している職業経験・能力に一定の違いがある場合においては、その相違に応じ
た支給をしなければならない。 

 基本給について、労働者の業績・成果に応じて支給しようとする場合、無期雇用フルタイム労働者と同一の業績・成
果を出している有期雇用労働者又はパートタイム労働者には、業績・成果に応じた部分につき、同一の支給をしなけれ
ばならない。また、業績・成果に一定の違いがある場合においては、その相違に応じた支給をしなければならない。 

 昇給について、勤続による職業能力の向上に応じて行おうとする場合、無期雇用フルタイム労働者と同様に勤続によ
り職業能力が向上した有期雇用労働者又はパートタイム労働者に、勤続による職業能力の向上に応じた部分につき、
同一の昇給を行わなければならない。また、勤続による職業能力の向上に一定の違いがある場合においては、その相
違に応じた昇給を行わなければならない。 

 基本給について、労働者の勤続年数に応じて支給しようとする場合、無期雇用フルタイム労働者と同一の勤続年数
である有期雇用労働者又はパートタイム労働者には、勤続年数に応じた部分につき、同一の支給をしなければならな
い。また、勤続年数に一定の違いがある場合においては、その相違に応じた支給をしなければならない。 

①基本給について、労働者の職業経験・能力に応じて支給しようとする場合 

②基本給について、労働者の業績・成果に応じて支給しようとする場合 

③基本給について、労働者の勤続年数に応じて支給しようとする場合 

④昇給について、勤続による職業能力の向上に応じて行おうとする場合 
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同一労働同一賃金ガイドライン案 【手当関係】 

 賞与について、会社の業績等への貢献に応じて支給しようとす
る場合、無期雇用フルタイム労働者と同一の貢献である有期雇
用労働者又はパートタイム労働者には、貢献に応じた部分につ
き、同一の支給をしなければならない。また、貢献に一定の違い
がある場合においては、その相違に応じた支給をしなければなら
ない。 

①賞 与 

 役職手当について、役職の内容、責任の範囲・程度に対して
支給しようとする場合、無期雇用フルタイム労働者と同一の役
職･責任に就く有期雇用労働者又はパートタイム労働者には、
同一の支給をしなければならない。また、役職の内容、責任に
一定の違いがある場合においては、その相違に応じた支給を
しなければならない。 

②役職手当 

 無期雇用フルタイム労働者と同一の危険度又は作業環境の
業務に当たる有期雇用労働者又はパートタイム労働者には同
一の支給をしなければならない。 

③業務の危険度又は作業環境に応じて支給さ
れる特殊作業手当 

 無期雇用フルタイム労働者と同一の勤務形態で業務に当た
る有期雇用労働者又はパートタイム労働者には同一の支給を
しなければならない。 

④交替制勤務など勤務形態に応じて支給される 
特殊勤務手当 

 無期雇用フルタイム労働者と業務内容が同一の有期雇用労
働者又はパートタイム労働者には同一の支給をしなければなら
ない。 

⑤精皆勤手当 

 無期雇用フルタイム労働者の所定労働時間を超えて同一の時
間外労働を行った有期雇用労働者又はパートタイム労働者には、
無期雇用フルタイム労働者の所定労働時間を超えた時間につき、
同一の割増率等で支給をしなければならない。 

⑥時間外労働手当 

 無期雇用フルタイム労働者と同一の深夜・休日労働を行った有
期雇用労働者又はパートタイム労働者には、同一の割増率等で
支給をしなければならない。 

⑦深夜・休日労働手当 

 有期雇用労働者又はパートタイム労働者にも、無期雇用フルタ
イム労働者と同一の支給をしなければならない。 

⑧通勤手当・出張旅費 

 有期雇用労働者又はパートタイム労働者にも、無期雇用フルタ
イム労働者と同一の支給をしなければならない。 

⑨勤務時間内に食事時間が挟まれている労働者に対す
る食費の負担補助として支給する食事手当 

 無期雇用フルタイム労働者と同一の支給要件を満たす有期雇
用労働者又はパートタイム労働者には、同一の支給をしなければ
ならない。 

⑩単身赴任手当 

 無期雇用フルタイム労働者と同一の地域で働く有期雇用労働者
又はパートタイム労働者には、同一の支給をしなければならない。 

⑪特定の地域で働く労働者に対する補償と
して支給する地域手当 
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 パートタイム労働者のタイプ別、講ずる措置 



   民間事業者への委託により、４７都道府県に「非正規雇用労働者待遇改善支援センター」を設置し、労
務管理の専門家を常駐させ、電話相談等に応じるほか、直接事業所を訪問した上で、待遇改善に向けた
改善計画を策定するなどのコンサルティングを行う。また、各地域でセミナーを実施する。 

概要 

非正規雇用労働者の 
待遇改善を実現 

地元の中小企業 

コンサルティングのために直接訪問 

非正規雇用労働者の 
待遇改善に関する相談 ２ 

３ 

把握 

•待遇改善等のメリットを説明するとともに、雇用管理の状況のヒアリングを行い、
企業が現在抱えている課題を把握する。 

提案 

•把握した課題を踏まえ、具体的な改善計画を企業に提案し、ポイントや取組方法
についてのコンサルティングを行う。 

管理 

•改善計画に沿った取組が円滑に実施されているか確認し、必要に応じ計画を修正
するなど、効果的に実施されるよう、きめ細かなコンサルティングを行う。 

検証 

•一定期間経過後に再度訪問し、実施した改善計画の効果や課題を検証するととも
に、引き続き、取組が継続されるよう改善点などを示す。 

非正規雇用労働者 
待遇改善支援センターの設置 

非正規雇用労働者の待遇改善支援事業 

１ 

各地域で事業主向けセミナーを開催 

※ 東京のセンターには、他の道府県センターからの
疑義を集約する機能を付加する。 
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滋賀県社会保険労務士会 
大津市打出浜2番1号  
コラボしが21 6階 
TEL 0120-3760-20 

 



大津 無期 高齢者（65歳以上の無期転換ルール） 雇用環境・均等室 

大津 無期 
無期転換に関する社内制度の変更例、人
材確保のための好事例 

雇用環境・均等室 

彦根 無期 

無期転換ルールで、例えば75才のパート従
事者に無期転換の雇用契約に転換するの
は体力的な面で非現実的と考えます。その
ようなケースで、パートの定年を明文化し、
無期転換の契約後に雇用契約を終了する
方法等具体的な話を説明していただきたい。 

雇用環境・均等室 

彦根 無期 無期転換ルール 雇用環境・均等室 

彦根 無期 派遣→有期労働契約→無期転換ルール 雇用環境・均等室 

彦根 無期 
・無期転換に伴い決めておかなければなら
ない事は？ ・派遣社員の契約について 

雇用環境・均等室 

参加申込書 記載欄に書かれていた質問事項等  

                           （無期転換ルール関係） 
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仕事内容の分類 
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無期への転換方法には主に次の３タイプがあります。 
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無期転換ポータルサイト
http://muki.mhlw.go.jp 

検索 



大津 最賃 最低賃金の上昇 
労働基準部 
雇用環境・均等
室 

大津 他 

いわゆる「人・モノ・資金」いずれも不足して
いる中で、昨今の労働行政の動きに追随
する為の支援策がほしい 

 雇用環境・均等
室 

大津 他 男性の育休取得（平均取得日数の実績） 雇用環境・均等室 

大津 他 
ルールだけでなく運用面（具体策）も触れて
ほしいです。 

彦根 他 人材の確保と若者の仕事定着 職業安定部 

参加申込書 記載欄に書かれていた質問事項等 （最賃、その他） 
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 最低賃金・賃金引上げに向けた生産性向上等のための支援 

 ③人事評価改善等助成金  ②キャリアアップ助成金（処遇改善支援）  

最低賃金については、年率３％程度を目途として、名目GDPの成長率にも配慮しつつ引き上げていくことで、全国加重平均が
1,000円となることを目指す。また、経営力強化・生産性向上に向けて、中小企業・小規模事業者への支援措置を推進・拡充する
とともに、人事システムの改善を通じた賃金引上げの環境整備に対する助成を創設する。  

 生産性向上に資する人事評価制度と賃金制度を整備すること
を通じて、生産性向上を図り、賃金アップと離職率低下を実現し
た企業に対して助成を行う。 
○ 能力評価等による人事評価システム及び整備した人事評価シス
テムに応じた2％の賃金引上げを含む賃金制度を整備（いずれも
就業規則等の改定が必要）・実施した場合、50万円を助成 

○ 制度整備助成の支給を受けた事業主が、１年経過後に、生産性
向上、2％の賃金引上げ及び離職率低下の目標を達成した場合、
上記の助成に加え80万円を助成 

①最低賃金の引上げに向けた中小企業・小規模事業者への支援事業等     

平成29年度 

○最低賃金総合相談支援センターの設置・運営    
   最低賃金の引上げに向けて生産性向上等の経営改善に取り組む中小企業・小規模事業者の経営・労務管理等の課題につい
て、全国47箇所 にワンストップで対応する窓口を設け、相談や専門家派遣等を実施  

○業務改善助成金の支給  
   全国47都道府県において、事業場内の最低賃金を一定額以上引き上げた中小企業・小規模事業者に、生産性向上のための
設備・機器の導入経費（業務改善経費）等の一部を助成 

○業種別中小企業団体助成金の支給  
  賃金の引上げを行うことを目的として、販路拡大のための市場調査や新たなビジネスモデル開発など、生産性向上のための取
組を行う業種別中小企業団体等に対して、その取組に必要な経費を助成 

有期契約労働者等の基本給の賃金規定等を2％以上増額改定
し、 昇給させた場合等に助成 

 ○ 全ての賃金規定等を2％以上増額改定した場合 
 対象労働者数が、 
   1～3人:9.5万円<12万円>   4～6人:19万円<24万円> 
  7～10人:28.5万円<36万円>   11～100人:2.85万円<3.6万円>×人数 
 
※中小企業において3％以上増額改定した場合、1人当たり14,250円<18,000円>
加算                      （注１） ＜＞は生産性の向上が認められる場合の助成額 

                                   （注２） 中小企業以外の助成額は３／４程度 
 

 ○ 一部（雇用形態別、職種別等）の賃金規定等を2％以上増額改
定した場合も助成 （助成額は上記の半額） 
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① 女性の年齢階級別有業率の滋賀・全国比
較 

総務省統計局「平成27年国勢調
査」 

② 管理職に占める女性割合の推移 滋賀・全国
比較 

  滋賀県における女性の活躍、男性の家庭参画状況 
③ 育児休業取得率の推移（女性） 

④ 育児休業取得率の推移（男性） 

滋賀県「平成２８年労働条件実態調査結果」 全国「雇用均等基本調査」 

★滋賀県の女性の育児休業取得
率は全国平均を上回っている。 

★男性の育児休業取得率は、徐々に
上がっているものの依然低調である。 
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http://positive-ryouritsu.mhlw.go.jp/ 
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 思うように従業員の採用ができない、経験を積ませたいが従業員がなかなか職場に定着しないなど、従業員の雇
用管理でお悩みではありませんか？ 
 従業員にとって働きやすく働きがいのある「魅力ある職場」では、従業員の働く意欲、業績、生産性向上や
人材確保に効果があることが調査で明らかになっています。 
 「魅力ある職場づくり」を進めるためには、評価や処遇、人材の育成、ワーク・ライフ・バランスの実現で
きる環境整備など、従業員の視点に立った雇用管理を実施することが効果的です。  
 従業員の視点に立った雇用管理改善を行って、「魅力ある職場づくり」に取り組みませんか？ 

従業員の職場定着など、雇用管理面でお困りの事業主の皆さまへ 

取り組みませんか？ 

｢魅力ある職場づくり｣で生産性向上と人材確保 

従業員の意欲・業績アップ・人材確保にお悩みの事業主の皆さま、 
従業員の視点に立った「魅力ある職場づくり」が有効です！ 

「魅力ある職場づくり」の取り組みのポイントは２つ 

1.「魅力ある職場」は、従業員にとって働きやすく働きがいのある職場です。 

 「顧客満足度」だけでなく「従業員満足度」も重視しましょう。 
 

2.「魅力ある職場づくり」は、 

   従業員の目線で、継続した取り組みを行うことが重要です。 

「魅力ある職場」では、以下の効果があります 

①従業員の意欲の向上  ②業績・生産性の向上  ③人材確保 
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賃金等処遇 
に関する課題 

労働時間・休暇等 
に関する課題 

福利厚生 
に関する課題 

長期就業で得られ
るキャリアビジョ
ンが不明確 

多様な働き方(制
度)に関する課題 

成長機会 
に関する課題 

・働き続けても収入が増えない 

・成果を上げても賃金が上がらない 

・業務が忙しく年休が取れない 

・長時間勤務が解消できない 

・家庭の事情があり、フルタイムで
働き続けることが難しくなった。 

・若手とベテランが同じ業務・職責
で働いていて、ステップアップが
見込めない。 

・自分の成長が感じられない。 

・新卒者育成の余裕がない。 

・福利厚生制度がない 

★能力評価制度の導入 
★スキルや成果に応じた報酬制度の制定 
★賃金テーブルの整備 
★人事評価シートによる客観性の高い人事考課制度 
★退職金制度の導入 

・計画的な年休制度の策定 
・業務見直しによる労働時間の削減 

★短時間正社員制度の導入 
・勤務体系の多様化やシフト制の工夫 
・テレワークの導入 

★キャリアパスの明示や能力評価制度の導入 
★スキル向上のための各種研修の実施 

  では、｢魅力ある職場づくり」で 何をすればいいでしょうか？？ 

 答えは・・・  “ 従業員の視点に立った取り組み ” です 

★キャリアパスに応じた教育研修制度の整備 
★メンター制度の導入 

★人間ドック･健康診断等の導入 
・休暇制度の導入（リフレッシュ休暇、誕生日休暇等） 
・財形制度の導入 

｢魅力ある職場づくり｣への 

課題 
従業員の視点に立った 
｢魅力ある職場づくり｣ 

の取り組み例 

? 

従業員の視点 
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・事業所の人材育成への注力を感じた従業
員のモチベーション向上につながった。 

・従業員のスキルアップにつながった。 

・事業所における研修の必要性を再認識し
た。 

・新卒の定着率が向上した。 

・人材育成を行っていることをアピールす
ることで、他社と差別化することができ、
より人材が集まりやすくなった。 

 

～「魅力ある職場づくり」の取り組みのために ～ 

○ 厚生労働省では、雇用管理制度（評価・処遇制度、研修制度、健康づくり制度、メンター制度、短時間正社員制

度(保育事業主のみ))の導入等を通じて、離職率低下に取り組む事業主への職場定着支援助成金による支援を実施し

ています。（平成27年度は延べ5,485件の助成金の申請がありました） 

○ 利用者からは「従業員が、（健康づくりの）制度があることにより、安心して働くことができる」「就業規則の整備等

により、労使間の信頼関係が構築できた」（※）といった声をいただいています。（※平成27年度 厚生労働省調査より） 

職場定着支援助成金を活用しませんか 

・評価者となることで、管理者とし
ての意識が高まった。 

・従業員の意識変化および意欲の向
上につながった。 

・就業規則の整備等により、労使間
の信頼関係が構築できた。 

  

 

職場定着支援助成金を活用した事業主さまからの声 

・従業員が、制度があることによ
り、安心して働くことができる。 

・会社への信頼感が増した。 

・健康管理の意識が向上した。 

・採用説明時に健康制度の存在を
アピールでき、安心して入職して
もらえる。 

・労働環境の向上につながる。 

 

評価・処遇制度の導入効果 研修制度の導入効果 健康づくり制度の導入効果 

◆ 職場定着支援助成金（個別企業助成コース・雇用管理制度助成）の助成額 

  制度を導入した場合に10万円を助成するほか、雇用管理制度の運用を経て離職率低下目標を

達成できた場合に60万円を助成します。 

※職場定着支援助成金では、この他に、従業員の身体的負担軽減のために介護福祉機器の導入等を行っ

た場合の助成、介護または保育事業主が賃金テーブルの整備を行った場合の助成を行っています。 

 詳細は、厚生労働省ホームページをご覧ください。

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000053276.html 
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